
規 則

�愛媛県規則第４５号
医療法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

医療法施行細則の一部を改正する規則

第１条 医療法施行細則（平成１４年愛媛県規則第４３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

項 左欄 右欄 項 左欄 右欄

１ 省令第１条の１４第１項の

申請書

省略 １ 省令第１条第１項 の

申請書

省略

２ 省令第１条の１４第５項の

申請書

診療所病床設置許可申請

書 （様式第２号）

２ 省令第１条第５項 の

申請書

診療所療養病床設置許可

申請書（様式第２号）

３～１８

省略

３～１８

省略

１９ 省令第３１条の３の申請書 省略 １９ 省令第３１条の２の申請書 省略

２０ 省令第３１条の４の申請書 省略 ２０ 省令第３１条の３の申請書 省略

� 目 次 �
規 則

○ 医療法施行細則の一部を改正する規則…………………………………１１８４

告 示

○ 指定障害福祉サービス事業者の指定……………………………………１１９７

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（４件）………………………１１９７

○ 解除予定保安林にする旨の通知（３件）………………………………１１９９

○ 保安林予定森林……………………………………………………………１１９９

○ 同意の成立…………………………………………………………………１２００

○ 道路の供用開始（県道蕪崎土居線）……………………………………１２００

○ 道路の供用開始（県道上分三島線）……………………………………１２００

○ 道路の供用開始（県道興居島循環線）…………………………………１２００

○ 道路の供用開始（県道中山伊予線）……………………………………１２０１

○ 道路の区域変更（県道砥部伊予松山線）………………………………１２０１

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………１２０１

○ 道路の区域変更（一般国道１９７号）……………………………………１２０１

○ 道路の区域変更（県道柳沢新谷停車場線）……………………………１２０２

○ 道路の区域変更（県道大洲長浜線）……………………………………１２０２

○ 道路の区域変更（県道小田河辺大洲線）………………………………１２０２

○ 道路の供用開始（県道小田河辺大洲線）………………………………１２０２

○ 道路の供用開始（県道伊延東多田線）…………………………………１２０３

○ 道路の供用開始（一般国道４４１号）……………………………………１２０３
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○ 道路の区域変更（県道玉津港線）………………………………………１２０３

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………１２０３

○ 道路の区域変更（県道後柿之浦線）……………………………………１２０３

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………１２０４

○ 道路の区域変更（県道後柿之浦線）……………………………………１２０４

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………１２０４
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○ 土地（建付地）の売払い…………………………………………………１２０５

○ 土地の売払い………………………………………………………………１２０６

○ 総合情報システムの借入れ………………………………………………１２０７

○ 准看護師試験の施行………………………………………………………１２０８

○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告………………１２０８
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２１ 省令第３１条の５の申請書 省略 ２１ 省令第３１条の４の申請書 省略

２２～２４

省略

２２～２４

省略

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによって行うものとする。

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによって行うものとする。

項 左欄 右欄 項 左欄 右欄

１ 省

略

１ 省

略

２ 法第７条第３項の変更許

可

診療所病床設置許可事項

変更許可申請書 （様

式第２６号）

２ 法第７条第３項の変更許

可

診療所療養病床設置許可

事項変更許可申請書（様

式第２６号）

３～８

省略

３～８

省略

９ 法第４６条の４第３項第４

号の報告

医療法人不正行為等報告

書（様式第３３号）

１０ 法第５０条第３項の届出 医療法人定款（寄附行

為）変更届出書（様式第

３４号）

９ 法第５０条第３項の届出 医療法人定款（寄附行

為）変更届出書（様式第

３３号）

１１ 法第５２条第１項の届出 医療法人事業報告書等届

出書（様式第３５号）

１０ 法第５１条第１項の届出 医療法人決算届出書（様

式第３４号）

１２ 法第５５条第５項の届出 医療法人解散届出書（様

式第３６号）

１１ 法第５５条第５項の届出 医療法人解散届出書（様

式第３５号）

１２ 法第５６条第２項又は第３

項の認可

医療法人残余財産処分認

可申請書（様式第３６号）

１３～１５

省略

１３～１５

省略

１６ 法第６８条において準用す

る民法第５９条第３号の報

告

医療法人不正事実報告書

（様式第４０号）

１６ 法第６８条において準用す

る民法第７７条第２項の届

出

医療法人清算人就任届出

書（様式第４０号）

１７ 法第６８条において準用す

る民法第７７条第２項の届

出

医療法人清算人就任届出

書（様式第４１号）

１７ 法第６８条において準用す

る民法第８３条の届出

医療法人清算結了届出書

（様式第４１号）

１８ 法第６８条において準用す

る民法第８３条の届出

医療法人清算結了届出書

（様式第４２号）

１８ 省

略

１９ 省

略

１９ 政令第３条の３の届出 診療所病床設置届出書

（様式第４２号）

２０ 省

略

２０ 省

略

２１ 政令第４条第２項の届出 診療所病床設置許可（届

出）事項変更届出書（様

式第４４号）

２１ 政令第４条第２項の届出 診療所療養病床設置許可

事項変更届出書 （様

式第４４号）

２２～２４

省略

２２～２４

省略

２５ 政令第５条の１２の届出 省略 ２５ 政令第５条の７の届出 省略

２６ 政令第５条の１３の届出 省略 ２６ 政令第５条の８の届出 省略
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（臨床研修修了登録証等の確認）

第５条 法、政令、省令及びこの規則の規定により、知事に書類を

提出する場合において、臨床研修修了登録証、免許証又は再教育

研修修了登録証を提示するときは、所轄の保健所長にその原本を

提示して確認を受けなければならない。

様式第１号（第２条関係） 病院（診療所）開設許可申請書

（免許証 の確認）

第５条 法、政令、省令及びこの規則の規定により、知事に書類を

提出する場合において、免許証

を提示するときは、所轄の保健所長にその原本を

提示して確認を受けなければならない。

様式第１号（第２条関係） 病院（診療所）開設許可申請書

省略 省略

開設者が臨床研修等修了医師又は臨床研修等修了歯科

医師であるときは、その旨

開設者が医師又は歯科医師

であるときは、その旨

省略 省略

開設者が臨床研修等修了医師又は臨床研修等修了歯科

医師以外の者であるときは、開設の目的及び維持の方

法

開設者が医師又は歯科医師

以外の者であるときは、開設の目的及び維持の方

法

開設者が臨床研修等修了医師又は臨床研修等修了歯科

医師であって現に病院若しくは診療所を開設し若しく

は管理し、又は病院若しくは診療所に勤務するもので

あるときは、その旨

開設者が医師又は歯科医師

であって現に病院若しくは診療所を開設し若しく

は管理し、又は病院若しくは診療所に勤務するもので

あるときは、その旨

開設者が臨床研修等修了医師又は臨床研修等修了歯科

医師であって、同時に２以上の病院又は診療所を開設

しようとするものであるときは、その旨

開設者が医師又は歯科医師

であって、同時に２以上の病院又は診療所を開設

しようとするものであるときは、その旨

省略 省略

注１～４ 省略

５ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�に掲げる書類

は、当該書類に係る原本を提示する場合にあっては、添付を

要しない。

� 開設者が臨床研修等修了医師又は臨床研修等修了歯科医

師であるときは、臨床研修修了登録証（開設者が医師法

（昭和２３年法律第２０１号）第７条の２第１項の規定による

厚生労働大臣の命令又は歯科医師法（昭和２３年法律第２０２

号）第７条の２第１項の規定による厚生労働大臣の命令を

受けた者である場合にあっては、臨床研修修了登録証及び

再教育研修修了登録証）の写し

� 開設者が医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）第

１条の１４第２項に規定する者であるときは、次に掲げる事

項を記載した書類及び汚水の排出に関する利害関係者の同

意書の写し

ア～キ 省略

�・� 省略

６ 省略

様式第２号（第２条関係） 診療所病床設置許可申請書

注１～４ 省略

５ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�に掲げる書類

は、免許証 を提示する場合にあっては、添付を

要しない。

� 開設者が医師又は歯科医師であるときは、免許証の写し

� 開設者が医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）第

１条第２項 に規定する者であるときは、次に掲げる事

項を記載した書類及び汚水の排出に関する利害関係者の同

意書の写し

ア～キ 省略

�・� 省略

６ 省略

様式第２号（第２条関係） 診療所療養病床設置許可申請書

診療所病床設置許可申請書

省略

診療所療養病床設置許可申請書

省略

省略 省略

医師、看護師、その他の従業者の

定員（一般病床のみに係る許可の

申請の場合は、記載を要しな

い。）

医師、看護師、その他の従業者の

定員

構造設備の概要（一般病

床のみに係る許可の申請

の場合は、記載を要しな
省略

構造設備の概要

省略
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い。）

病床数及び病床の種別ごとの病床

数並びに各病室の病床数
別紙のとおり

療養病床の病床数及び療養病床に

係る 各病室の病床数

省略 省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�に掲げる書類

は、一般病床のみに係る許可の申請の場合にあっては、添付

を要しない。

�・� 省略

� 省略

様式第６号（第２条、様式第１号、様式第２７号関係） 病院（診療

所・助産所）開設者管理免除許可申請書

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 歯科医業を行う診療所であって、歯科技工室を設けよう

とするときは、その構造設備の概要を記載した書類

� 省略

様式第６号（第２条、様式第１号、様式第２７号関係） 病院（診療

所・助産所）開設者管理免除許可申請書

省略 省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

� 管理者にしようとする者の臨床研修修了登録証若しくは

医師免許証若しくは歯科医師免許証の写し又は助産師免許

証の写し若しくは助産婦名簿の謄本

� 省略

様式第８号（第２条関係） 地域医療支援病院業務報告書

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

� 管理者にしようとする者の

医師免許証若しくは歯科医師免許証の写し又は助産師免許

証の写し若しくは助産婦名簿の謄本

� 省略

様式第８号（第２条関係） 地域医療支援病院業務報告書

省略 省略

省略 地域医療支援

病院紹介率

％ 省略 省略

地域医療支援

病院紹介率

％

省略

地域医療支援

病院逆紹介率

％

省略 省略

他の病院又は診療所に紹介した患者の数（Ｄ） 省略 他の病院又は診療所に紹介した患者の数 省略

省略 省略

注１～３ 省略

４ 「地域医療支援病院逆紹介率」欄は、ＤをＣで除して得た

数に１００を乗じて得た数（小数点以下１位未満を切り捨てる

こと。）を記載すること。

５ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第４条第１項の承認を受

けた際、地域医療支援病院紹介率が６０パーセント以上８０パー

セント未満の病院にあっては、当該承認後２年間で地域医療

支援病院紹介率を８０パーセント以上とするための具体的な年

次計画を併せて提出すること。ただし、地域医療支援病院紹

介率が６０パーセントを上回り、かつ、地域医療支援病院逆紹

介率が３０パーセントを上回る病院にあっては、提出を要しな

い。

６ 省略

７ 省略

様式第１８号（第２条、様式第１９号―様式第２１号関係） 医療法人設

立認可申請書

注１～３ 省略

４ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第４条第１項の承認を受

けた際、地域医療支援病院紹介率が６０パーセント以上８０パー

セント未満の病院にあっては、当該承認後２年間で地域医療

支援病院紹介率を８０パーセント以上とするための具体的な年

次計画を併せて提出すること。

５ 省略

６ 省略

様式第１８号（第２条、様式第１９号―様式第２１号関係） 医療法人設

立認可申請書

省略 省略

理事長 の氏名 代表理事の氏名

省略 省略

持分の定めの有無
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注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 法第４２条第４号又は第５号 に掲げる業務を行おう

とする医療法人にあっては、当該業務に係る施設の職員、

敷地及び建物の構造設備の概要並びに運営方法を記載した

書類

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施設の

管理者となるべき者の氏名を記載した書面及びその者（介

護老人保健施設にあっては、臨床研修等修了医師が管理者

となる場合に限る。）の臨床研修修了登録証（その者が医

師法（昭和２３年法律第２０１号）第７条の２第１項の規定に

よる厚生労働大臣の命令又は歯科医師法（昭和２３年法律第

２０２号）第７条の２第１項の規定による厚生労働大臣の命

令を受けた者である場合にあっては、臨床研修修了登録証

及び再教育研修修了登録証）の写し

� 省略

３～５ 省略

様式第２２号（第２条、様式第１９号関係） 医療法人定款（寄附行

為）変更認可申請書

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 出資申込書又は寄附申込書の写し

� 省略

� 省略

� 病院又は介護老人保健施設を開設する医療法人にあって

は、当該医療法人の資産が医療法施行規則（昭和２３年厚生

省令第５０号）第３０条の３４第１項に規定する要件に適合して

いることを証する書類

� 省略

� 法第４２条第１項第５号又は第６号に掲げる業務を行おう

とする医療法人にあっては、当該業務に係る施設の職員、

敷地及び建物の構造設備の概要並びに運営方法を記載した

書類

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施設の

管理者となるべき者の氏名を記載した書面及びその者の免

許証

の写し

� 当該医療法人が、法第４２条第２項に規定する特別医療法

人に該当する場合にあっては、次に掲げる書類

ア 医療法施行規則第３０条の３５第１項各号に規定する要件

に適合していることを証する書類

イ 法第４２条第２項に規定する厚生労働大臣が定める業務

を行おうとする医療法人にあっては、当該業務の概要及

び運営方法を記載した書類

� 省略

３～５ 省略

様式第２２号（第２条、様式第１９号関係） 医療法人定款（寄附行

為）変更認可申請書

省略 省略

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 定款又は寄附行為の変更が、当該医療法人が新たに病

院、医療法（昭和２３年法律第２０５号。以下「法」とい

う。）第３９条第１項に規定する診療所又は介護老人保健施

設を開設しようとする場合に係るものであるときは、次に

掲げる書類

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

�・� 省略

� 定款又は寄附行為の変更が、当該医療法人が新たに病

院、医療法（昭和２３年法律第２０５号。以下「法」とい

う。）第３９条第１項に規定する診療所又は介護老人保健施

設を開設しようとする場合に係るものであるときは、次に

掲げる書類

ア 病院又は介護老人保健施設を開設する医療法人にあっ

ては、当該医療法人の資産が医療法施行規則（昭和２３年

厚生省令第５０号）第３０条の３４第１項に規定する要件に適

合していることを証する書類（新たに病院又は介護老人
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ア 省略

イ 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施設

の管理者となるべき者の氏名を記載した書面及びその者

の臨床研修修了登録証（その者が医師法（昭和２３年法律

第２０１号）第７条の２第１項の規定による厚生労働大臣

の命令又は歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）第７条

の２第１項の規定による厚生労働大臣の命令を受けた者

である場合にあっては、臨床研修修了登録証及び再教育

研修修了登録証）の写し

ウ 省略

� 定款又は寄附行為の変更が、当該医療法人が法第４２条各

号 に掲げる業務を行う場合に係るものであるとき

は、次に掲げる書類

ア 法第４２条第４号又は第５号 に掲げる業務を行お

うとする医療法人にあっては、当該業務に係る施設の職

員、敷地及び建物の構造設備の概要並びに運営方法を記

載した書類

イ 省略

� 定款又は寄附行為の変更が、社会医療法人である医療法

人が法第４２条の２第１項の収益業務を行う場合に係るもの

であるときは、次に掲げる書類

ア 収益業務の概要及び運営方法を記載した書類

イ 省略

�・� 省略

３ 省略

様式第２４号（第２条関係） 医療法人合併認可申請書

保健施設を開設しようとする場合に限る。）

イ 省略

ウ 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施設

の管理者となるべき者の氏名を記載した書面及び医師又

は歯科医師の免許証

の写し

エ 省略

� 定款又は寄附行為の変更が、当該医療法人が法第４２条第

１項各号に掲げる業務を行う場合に係るものであるとき

は、次に掲げる書類

ア 法第４２条第１項第５号又は第６号に掲げる業務を行お

うとする医療法人にあっては、当該業務に係る施設の職

員、敷地及び建物の構造設備の概要並びに運営方法を記

載した書類

イ 省略

� 定款又は寄附行為の変更により、当該法人が法第４２条第

２項に規定する特別医療法人に該当することとなる場合に

あっては、 次に掲げる書類

ア 医療法施行規則第３０条の３５第１項各号に規定する要件

に適合していることを証する書類

イ 法第４２条第２項に規定する厚生労働大臣が定める業務

を行おうとする医療法人にあっては、当該業務の概要及

び運営方法を記載した書類

ウ 省略

�・� 省略

３ 省略

様式第２４号（第２条関係） 医療法人合併認可申請書

省略 省略

省略 省略 省略 省略

理事長 の氏名 代表理事の氏名

省略 省略

注 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 合併後存続する医療法人又は合併によって設立する医療法

人について、次に掲げる書類

ア 省略

イ 省略

ウ 省略

� 省略

様式第２６号（第３条関係） 診療所病床設置許可事項変更許可申請

書

注 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 合併後存続する医療法人又は合併によって設立する医療法

人について、次に掲げる書類

ア 病院又は介護老人保健施設を開設する医療法人にあって

は、当該医療法人の資産が医療法施行規則（昭和２３年厚生

省令第５０号）第３０条の３４第１項に規定する要件に適合して

いることを証する書類

イ 省略

ウ 省略

エ 省略

� 省略

様式第２６号（第３条関係） 診療所療養病床設置許可事項変更許可

申請書

診療所病床設置許可事項変更許可申請書

省略

診療所療養病床設置許可事項変更許可申請書

省略
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省略 省略

注 省略

様式第２７号（第３条関係） 開設届出書

様式第２７号（その１）

注 省略

様式第２７号（第３条関係） 開設届出書

様式第２７号（その１）

省略 省略

省略 省略 省略 省略

一 般 病 床 省略 その他病床 省略

省略 省略

省略 省略

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�までに

掲げる書類は、当該書類に係る原本を提示する場合にあって

は、添付を要しない。

� 開設者の臨床研修修了登録証（開設者が医師法（昭和２３

年法律第２０１号）第７条の２第１項の規定による厚生労働

大臣の命令又は歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）第７

条の２第１項の規定による厚生労働大臣の命令を受けた者

である場合にあっては、臨床研修修了登録証及び再教育研

修修了登録証）の写し

� 管理者の臨床研修修了登録証の写し

� 診療に従事する医師又は歯科医師の免許証の写し

� 省略

� 省略

� 省略

５ 省略

様式第２７号（その２）

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、� に

掲げる書類は、免許証 を提示する場合にあって

は、添付を要しない。

� 開設者、管理者及び診療に従事する医師又は歯科医師の

免許証の写し

� 省略

� 省略

� 省略

５ 省略

様式第２７号（その２）

省略 省略

嘱託医師又は医療法施

行規則（昭和２３年厚生

省令第５０号。以下「省

令」という。）第１５条

の２第２項の病院若し

くは診療所

氏名又は

名称

嘱 託 医 師

氏 名

住 所 住 所

省令第１５条の２第３項

の嘱託する病院又は診

療所

名 称

住 所

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�に掲げる書類

は、免許証を提示する場合にあっては、添付を要しない。

� 開設者、管理者及び業務に従事する助産師

の免許証の写し

� 分娩を取り扱う助産所を開設した場合にあっては、次に

掲げる書類

ア 省令第１５条の２第１項の医師に嘱託した旨の書類及び

当該医師の免許証の写し又は同条第２項の病院若しくは

診療所が診療科名中に産科若しくは産婦人科を有する旨

の書類及び当該病院若しくは診療所に対し、同項に規定

する嘱託を行った旨の書類

イ 省令第１５条の２第３項の嘱託する病院又は診療所に嘱

託した旨の書類

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�に掲げる書類

は、免許証を提示する場合にあっては、添付を要しない。

� 開設者、管理者及び業務に従事する助産師及び嘱託医師

の免許証の写し

� 嘱託医師となる旨の承諾書
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�・� 省略

５ 省略

様式第３４号

様式第３５号（第３条関係） 医療法人事業報告書等届出書

�・� 省略

５ 省略

様式第３３号

様式第３４号（第３条関係） 医療法人決算届出書

医療法人事業報告書等届出書

省略

医療法人決算届出書

省略

会 計 年 度 省略 決算の期間 省略

省略 省略

注１ 資産の総額欄には、貸借対照表上の純資産額を記載するこ

と。

２ 次に掲げる書類及びその副本を添付すること。

� 事業報告書

� 省略

� 省略

� 省略

� 監事の監査報告書

� 社会医療法人にあっては、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第４２条の２第１項第１号から第６号までの要件に該当

する旨を説明する書類

� 社会医療法人債発行法人にあっては、次の書類

ア 純資産変動計算書

イ キャッシュ・フロー計算書

ウ 附属明細表

� 社会医療法人債発行法人である社会医療法人にあって

は、公認会計士又は監査法人の監査報告書

３ ２の規定にかかわらず、２�に掲げる書類のうち医療法第

４２条の２第１項第１号から第４号まで及び第６号の要件に該

当する旨を説明する書類にあっては、その副本の添付を要し

ない。

様式第３６号（第３条関係） 医療法人解散届出書

注 次に掲げる書類及びその副本を添付すること。

� 省略

� 省略

� 省略

様式第３５号（第３条関係） 医療法人解散届出書

省略 省略

理事長 の氏名 代表理事の氏名

省略 省略

注 省略

様式第４０号

様式第４１号

様式第４４号（第３条関係） 診療所病床設置許可（届出）事項変更

届出書

注 省略

様式第４１号

様式第４２号

様式第４４号（第３条関係） 診療所療養病床設置許可事項変更届出

書

診療所病床設置許可（届出）事項変更届出書

省略

診療所療養病床設置許可事項変更届出書

省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 省略

３ 省略

様式第４５号（第３条関係） 診療所（助産所）開設届出事項変更届

出書

注

１ 省略

２ 省略

様式第４５号（第３条関係） 診療所（助産所）開設届出事項変更届

出書

省略

住所

開設者

氏名

	

省略

住所（法人にあっては、

主たる事務所の所在地）

開設者

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） 	
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省略 省略

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名す

ることができる。

３ 省略

様式第４６号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設届出書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名す

ることができる。

３ 省略

様式第４６号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設届出書

省略 省略

助産所の嘱託医師又は医

療法施行規則（昭和２３年

厚生省令第５０号。以下

「省令」という。）第１５

条の２第２項の病院若し

くは診療所

氏名又は

名称

助産所の嘱託医師

氏 名

住 所 住 所

助産所の省令第１５条の２

第３項の嘱託する病院又

は診療所

名 称

住 所

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�及び�に掲げ

る書類は、当該書類に係る原本を提示する場合にあっては、

添付を要しない。

� 管理者の臨床研修修了登録証又は免許証の写し

� 診療に従事する医師又は歯科医師の免許証の写し又は業

務に従事する助産師の免許証の写し

� 分娩を取り扱う助産所を開設した場合にあっては、次に

掲げる書類

ア 省令第１５条の２第１項の医師に嘱託した旨の書類及び

当該医師の免許証の写し又は同条第２項の病院若しくは

診療所が診療科名中に産科若しくは産婦人科を有する旨

の書類及び当該病院若しくは診療所に対し、同項に規定

する嘱託を行った旨の書類

イ 省令第１５条の２第３項の嘱託する病院又は診療所に嘱

託した旨の書類

� 省略

様式第４７号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設届出事項

変更届出書

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、� に掲げ

る書類は、免許証 を提示する場合にあっては、

添付を要しない。

� 開設者、管理者並びに診療に従事する医師若しくは歯科

医師又は業務に従事する助産師及び助産所の嘱託医師の免

許証の写し

� 助産所にあっては、嘱託医師となる旨の承諾書

� 省略

様式第４７号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設届出事項

変更届出書

省略 省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�に掲げる書類

は、免許証を提示する場合にあっては、添付を要しない。

� 省略

� 分娩を取り扱う助産所の嘱託医師等を変更した場合は、

次に掲げる書類のうち変更した事項に係る書類

ア 医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）第１５条の

２第１項の医師に嘱託した旨の書類及び当該医師の免許

証の写し又は同条第２項の病院若しくは診療所が診療科

名中に産科若しくは産婦人科を有する旨の書類及び当該

病院若しくは診療所に対し、同項に規定する嘱託を行っ

た旨の書類

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�に掲げる書類

は、免許証を提示する場合にあっては、添付を要しない。

� 省略

� 助産所の嘱託医師の変更にあっては、嘱託医師となる旨

の承諾書（嘱託医師の住所又は氏名に変更があった場合を

除く。）

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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イ 医療法施行規則第１５条の２第３項の嘱託する病院又は

診療所に嘱託した旨の書類

� 省略

様式第５０号（第６条関係） 病院（診療所・助産所）台帳

（表）

� 省略

様式第５０号（第６条関係） 病院（診療所・助産所）台帳

（表）

省略 省略

病床数及

び病室数

省略 病床数及

び病室数

省略

一 般 病 床 一般（その他）病床

省略 省略

（裏） 省略 （裏） 省略

第２条 医療法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第３２号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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様式第３３号（第３条関係） 医療法人不正行為等報告書

医療法人不正行為等報告書

年 月 日

愛媛県知事 様

住所

監事

氏名 �

医療法人の名称

主たる事務所の

所 在 地

不 正 の 行 為 等

発 見 年 月 日 年 月 日

注１ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 不正の行為等があることを証する書類の写しを添付する

こと。

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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様式第３６号を削る。

様式第４０号を削る。

様式第４１号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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様式第４２号（第３条関係） 診療所病床設置届出書

診療所病床設置届出書

年 月 日

愛媛県知事 様

住所（法人にあっては、

主たる事務所の所在地）

開設者

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

診 療 所 の 名 称

所 在 の 場 所

病床数及び病床の種別ご

との病床数並びに各病室

の病床数

別紙のとおり

設 置 年 月 日 年 月 日

注１ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 次に掲げる書類を添付すること。

� 建物の構造概要及び平面図（各室の用途を示し、病床

については病室ごとに病床の種別及び病床数を明示し、

並びに内法による測定で廊下の幅を明示すること。なお、

医療法施行規則等の一部を改正する省令（平成１３年厚生

労働省令第８号）附則第４条に規定する既存診療所内の

患者が使用する廊下の幅については、括弧書きで記載す

ること。）

� その他知事が必要と認める書類

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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告 示

��������������

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８４号）附則第１２条第２項の規定により

なおその効力を有することとされる改正前の医療法（昭和２３年法律第２０５号）第５１条第１項の届出の手続については、同項の規定がなおそ

の効力を有する間は、第１条の規定による改正前の医療法施行細則第３条１０の項及び様式第３４号の規定は、なおその効力を有する。この

場合において、同項中「法」とあるのは、「良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律（平成１８年法

律第８４号）附則第１２条第２項の規定によりなおその効力を有することとされる改正前の法」とする。

３ 良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律附則第１０条第２項の規定によりなおその効力を有するこ

ととされる改正前の医療法第５６条第２項又は第３項の認可の手続については、これらの項の規定がなおその効力を有する間は、第１条の

規定による改正前の医療法施行細則第３条１２の項及び第２条の規定による改正前の医療法施行細則様式第３６号の規定は、なおその効力を

有する。この場合において、同項中「法」とあるのは、「良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律

（平成１８年法律第８４号）附則第１０条第２項の規定によりなおその効力を有することとされる改正前の法」とする。

４ この規則施行の際現に改正前の医療法施行細則の規定により提出し、又は備えられている書類は、改正後の医療法施行細則の規定によ

り提出し、又は備えられた書類とみなす。

�愛媛県告示第１６３３号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６３４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルヨシセンター椿店 松山市古川北四丁目
５１３－１

大規模小売店舗を設置する者
及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
嵯峨山由範

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
佐竹文彰

平成１９年
５月３０日

平成１９年
１０月１１日

マルヨシセンター山越店 松山市山越三丁目７７
２番地他

マルヨシセンター余戸店 松山市余戸東一丁目
８９番地１他

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０２００２５７ 有限会社ワードアイ 今治市東村五丁目８番
３５号 井 出 純 司 居宅介護 おかげさん 今治市東村五丁目８番

３５号
平成１９年
１０月２日

３８１０２００２５７ 有限会社ワードアイ 今治市東村五丁目８番
３５号 井 出 純 司 重度訪問介護 おかげさん 今治市東村五丁目８番

３５号
平成１９年
１０月２日

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１６３５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに新居浜市役所において告示の日から４

月間縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルヨシセンター新居浜
店

新居浜市寿町甲４２４３
外 大規模小売店舗を設置する者

及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
嵯峨山由範

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
佐竹文彰

平成１９年
５月３０日

平成１９年
１０月１１日

マルヨシセンター新居浜
東店

新居浜市田の上一丁
目甲１０９６番１外

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１６３６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに西条市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルヨシセンター西条店 西条市喜多川字土居
部３９４番地外

大規模小売店舗を設置する者
及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
嵯峨山由範

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
佐竹文彰

平成１９年
５月３０日

平成１９年
１０月１１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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�愛媛県告示第１６３８号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

東温市河之内字中山甲２７２６の１、字郷ノ助乙１３７１の２７、字ハズ

ガ峠乙１４６８の７、乙１４６８の１２、字古峠乙１４７５の２９、乙１４７５の３３、

乙１４７５の３４、乙１４７７の３、乙１４８２の５（以上９筆国有林）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１６３９号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

東温市山之内字西河原樋乙１２７８の１（次の図に示す部分に限

る。）、乙１２８４の１０、字岡乙１２９６の２、乙１３０４の３

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

電気工作物施設用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び東温市役所に

備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１６４０号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

西予市宇和町皆田７７８の２（国有林）、７７７の２

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１６４１号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１６３７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに伊予市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

マルヨシセンター伊予店 伊予市下吾川１０３１他
大規模小売店舗を設置する者
及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
嵯峨山由範

株式会社マルヨシセ
ンター
代表取締役
佐竹文彰

平成１９年
５月３０日

平成１９年
１０月１１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに伊予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号

１１９９



��������������

��������������

��������������

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

新居浜市船木字マタニ乙２の３（次の図に示す部分に限る。）

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

西条市小松町妙口字池ノ谷乙２の１３、乙２の１５から乙２の６３

まで、乙２の７６、乙２の８９、乙２の９７から乙２の１３３まで、乙

２の１５７、乙２の１６１から乙２の１６４まで、乙２の１７１、字地

蔵谷口乙４９の１１から乙４９の１３まで、乙４９の１５から乙４９の５５まで、

乙４９の５７から乙４９の７４まで、乙４９の７６から乙４９の８５まで、乙４９

の８７、乙４９の９５から乙４９の１４４まで、乙４９の１４６から乙４９の１

４９まで、乙４９の１５１から乙４９の１５５まで、乙４９の１５７から乙４９

の１６２まで

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び関係市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１６４２号
次の区域及び区分の特定第２号漁業者の同意は漁業災害補償法

（昭和３９年法律第１５８号）第１０８条第２項に規定する要件に適合す

ると認めるので、同条第５項において準用する同法第１０５条の２第

４項の規定に基づき、次のとおり公示する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６４３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

区 域 区 分

深浦区域（愛南漁業協同
組合の地区のうち、旧深
浦漁業協同組合の地区）

主としてまき網を使用して営む漁業

深浦区域（愛南漁業協同
組合の地区のうち、旧深
浦漁業協同組合の地区）

�から�までに掲げる漁業以外の漁業

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 蕪崎土居線
四国中央市土居町中村１１０３番５から

同町中村１１０２番１まで
平成１９年１０月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 上分三島線
四国中央市三島中央五丁目字青木１５０７番４から

同字１４９９番４まで
平成１９年１０月２６日

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 興居島循環線
松山市由良町４３４番２から

同町乙２８３番８まで
平成１９年１０月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中山伊予線
伊予市平岡字ハノラ谷２８０番９から

同字ハノラ谷２８０番１２まで
平成１９年１０月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 砥部伊予松山線
伊予郡砥部町七折５９５番から

同町七折５８１番３まで

旧 ５．２～１４．０ ０．１１８

新 ８．２～７８．３ ０．１０５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 砥部伊予松山線
伊予郡砥部町七折５９５番から

同町七折５８１番３まで
平成１９年１０月２６日

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号

１２０１
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�愛媛県告示第１６５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
八幡浜市保内町喜木１番耕地８５３番１から

同町喜木１番耕地６２番１まで

旧 ４５．０～６４．５ ０．４３５

新 ３４．０～６４．５ ０．４３５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 柳沢新谷停車場線 大洲市喜多山字中組丁３５２番２

旧 １３．９～１４．６ ０．０１０

新 １９．８～２０．５ ０．０１０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲長浜線
大洲市春賀甲１７７番１地先から

同市春賀甲３４番１地先まで

旧 １０．２～１０．３ ０．２４６

新 １０．２～１４．４ ０．２４６

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線
大洲市河辺町植松３３３番３から

同町植松３２８番６まで

旧 ５．０～２１．０ ０．１６９

新 １５．７～３４．３ ０．１６９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線 喜多郡内子町南山４２９番２ 平成１９年１０月２６日

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号

１２０２
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�愛媛県告示第１６５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 伊延東多田線
西予市宇和町河内１９０番４から

同町河内１７１番３地先まで
平成１９年１１月２日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４１号
西予市野村町野村１２号７４９番２から

同町野村１２号６９３番２まで
平成１９年１０月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 玉津港線
宇和島市吉田町白浦２０３３番１３から

同町白浦１８３８番６まで

旧 ４．３～２１．０ ０．２３５

新 １２．０～２１．０ ０．２３５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 玉津港線
宇和島市吉田町白浦２０３３番１３から

同町白浦１８３８番６まで
平成１９年１０月２６日

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号

１２０３
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�愛媛県告示第１６５９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６６２号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人が指定されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定により告示す

る。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 後柿之浦線
宇和島市津島町成字菊駄馬１２番１２から

同字１２番１３まで

旧 １０．４～２０．６ ０．０２４

新 ２０．６～４１．５ ０．０２４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 後柿之浦線
宇和島市津島町成字菊駄馬１２番１２から

同字１２番１３まで
平成１９年１０月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 後柿之浦線
宇和島市津島町須下字橘１３７番１地先から

同字６９番２まで

旧 ３．１～４．０ ０．０７４

新 ４．５～１２．８ ０．０７４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 後柿之浦線
宇和島市津島町須下字橘１３７番１地先から

同字６９番２まで
平成１９年１０月２６日

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 指 定 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

松第
９７号

松山市星岡五丁目１２番地１１ 白 川 明 彦 松山市星岡五丁目１２番地１１ 平成１９年１０月１１日

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

所 在 地
土 地 建 物

地 目 地 積 構 造 床 面 積

東温市田窪字外分２１５５番６ 宅 地 ４９９．８０�
鉄筋コンクリート造

陸屋根２階建
２４１．９２�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）

及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のない者の入

札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成１９年１０月２６日（金）から１１月２６日（月）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時３０分までをい

う。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５５８

ウ 提出方法

持参又は郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書

便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるもの。

以下「郵便等」という。）により提出すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵便等による提出の取扱い

郵便等による提出の場合は、平成１９年１１月２６日（月）午後５時３０分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書、入札参加申込書の交付場所及び問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成１９年１１月１２日（月）午前１０時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１９年１２月１０日（月）午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

物件番号 所在地 地目 地積

１ 南宇和郡愛南町御荘平城２９４８番
１ 宅 地 ２７８．０９�

２

南宇和郡愛南町御荘平城２９５９番
２ 宅 地 １４６．６９�

南宇和郡愛南町御荘平城３０６０番
１ 宅 地 １３３．３６�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成１９年１０月２６日（金）から１２月６日（木）までの執務時

間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時３０

分までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５５８

ウ 提出方法

持参又は郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達

に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定す

る一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書

便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書

留郵便に準ずるもの。以下「郵便等」という。）により提出

すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵便等による提出の取扱い

郵便等による提出の場合は、平成１９年１２月６日（木）午後

５時３０分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

愛媛県松山市一番町四丁目４－２

愛媛県庁第二別館５階第３会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代理金融機関

又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１以上の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効とする。
� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格をもって有

効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供し、又はこれらの用

に供されることを知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等であ

ることが指定されているものの事務所その他これに類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り払う

土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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ア 契約条項を示す場所、入札心得書、入札参加申込書の交付

場所及び問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

物件番号 日時

１
平成１９年１１月１５日（木）午後１時

２

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

物件番号 日時

１ 平成１９年１２月２０日（木）午後１時

２ 平成１９年１２月２０日（木）午後２時

� 入札及び開札の場所

愛媛県南宇和郡愛南町御荘平城３０４８

愛媛県宇和島地方局愛南庁舎２階会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１以上の契約保証金を

納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用

に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り

払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地

を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力

団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある

団体等であることが指定されているものの事務所その他これ

に類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若し

くは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

総合情報システムの借入れ

� 借入物品名及び数量

総合情報システム１式（使用にあたり必要な付帯装置、搬入、

据付け、調整、設置等１式を含む）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２０年３月１日から平成２６年２月２８日まで

� 借入場所

愛媛県立子ども療育センター

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額

を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成１８年度及

び平成１９年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格

を有すると認められた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立子ども療育センター事務局

〒７９１―０２１２

愛媛県東温市田窪２１３５番地

愛 媛 県 報平成１９年１０月２６日 第１９０８号
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電話 （０８９）９５５―５５３０

� 入札書の受領期限

平成１９年１２月５日（水）１０時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１９年１２月５日（水）１０時

愛媛県立子ども療育センター１階会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条の規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、入札書の提出に先立

って提出しなければならない。

なお、愛媛県立子ども療育センター所長から当該書類の内容

に関し説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県立子ども療育セ

ンター所長が判断した入札者であって、愛媛県会計規則第１３３

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低

価格をもって有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased：General

information system，１ set

� Time limit of tender：１０：００ a．m．，５ December２００７

� For further information，please contact： Secretariat，

Ehime Rehabilitation Center for Children，２１３５ Tanokubo，

Toon，Ehime７９１―０２１２ Japan

TEL０８９―９５５―５５３０
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准看護師試験の施行について

保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第１８条の規定に

より、平成１９年度准看護師試験を次のとおり施行する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の場所

松山市道後町二丁目１１－１４

愛媛看護研修センター

２ 試験の日時

平成２０年２月９日（土）１３時００分

３ 試験願書の提出期間

平成２０年１月１１日（金）から１月１８日（金）まで。ただし、郵

送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

〒７９０―８５７０

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県保健福祉部管理局保健福祉課医療対策室

�������
�公 告

採石業務管理者試験の合格者の発表について

平成１９年１０月１２日に実施した採石業務管理者試験の合格者は、次

のとおりである。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１９年１０月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１９年１０月１７日 特定非営利活動法人
グループホームしいのみ 村 上 康 彦 愛媛県松山市緑町一丁目７番地１５

号
本法人は、高齢者や心身に障害のある人等の個
性を大切にした福祉・介護保険事業の運営をは
じめ、認知症に関する情報の提供を行うことに
より、高齢者や心身に障害のある人等が安心し
て暮らせ、人間としての尊厳が保持される社会
の実現に寄与することを目的とする。

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

４ ６ １１ １５

２１
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正 誤

�正 誤

平成１９年１０月９日付け第１９０３号中

ページ 箇 所 誤 正

１１０５ 目次欄
上から６行目 保安林予定森林 解除予定保安林

平成１９年１０月２６日 発行
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